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事業内容

枚方市立地域活性化支援センターのインキュベートルームを使用した後に、市内で創業する
者に対して、事務所（店舗、研究所、工場等を含む）の用に供する建物の賃借料を補助するこ
とにより、創業初期の中小企業を支援する。
当事業開始以来、インキュベートルーム使用終了者は22名おり、その後、市内で事業を継続して行った者
は13名。
補助期間：24ヶ月　補助金額：補助対象経費（家賃）の２分の１　補助限度額：月額5万円

根拠法令 枚方市テイクオフ補助金交付要綱

実施方法
■直営 □委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

類似事業

事業の必要性
創業初期から成長過程の時期における事業者の負担軽減を図り、事業を軌道に乗せ、市内経済の活性化
に繋げる事業であり必要である。

事務事業名 テイクオフ補助事業

事業開始年度 担当部署 地域振興部　産業振興課

目　　　的
（何のために）

創業初期の中小企業を支援し、本市の経済活性化に資する。

対　　　象
（誰・何を対象に）

地域活性化支援センターインキュベートルーム使用後の市内創業者
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千円平成24年度
事業費の主な内訳

内　　　　　容 金　　　額

テイクオフ補助金(1,486) 1,486

その他

一般財源 2,755 2,446 3,686

府支出金

受益者負担
(使用料等)

財源内訳

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

国庫支出金

1,186

直接経費(B) 1,541 1,486 2,500

総事業費(A+B) 2,755 2,446 3,686

0.15

人件費計(A) 1,214 960

従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

コ　　ス　　ト

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

千円

千円

事業費の主な内訳
(人件費除く) インキュベートルームを使用した後に、市内で創業する者に対して、事務所（店舗、

研究所、工場等を含む）の用に供する建物の賃借料を補助金として交付する。
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単位

① 人

② 人

③ 人

① 円

②

③

事務事業番号 10303230001

成果目標
（目標とする成果）

枚方市立地域活性化支援センターインキュベートルーム使用終了者の市内創業者数の増加

比較参考値

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

事業費/交付申請者数 551,000 611,500 925,000

5 4 4

インキュベートルーム使用終了後の市内で
の事業継続者数

3 4 2

活動実績

活動指標もしくは成果指標 H23年度 H24年度 H25年度(見込み)

交付申請者数 5 4 4

交付決定者数

事務事業名 テイクオフ補助事業

事業開始年度 2008(H20)年度 担当部署 地域振興部　産業振興課

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続

・補助期間終了後においても事業の進捗状況を注視し地域活性化支援セン
ターを中心に経営相談などの後方支援を含めたフォローアップを図っていく。
・当事業対象者に限らず、地域活性化支援センターインキュベートルーム使用
終了者全てについて、事業の状況調査を行っていく。
・創業支援事業との一連の事業であり、関連を考慮しつつ事業の有効性につ
いて検証を行う。

特記事項

当事業は地域活性化支援センター運営業務における創業支援事業と一連の流れで創業者を支援している
ものである。
地域活性化支援センターでは創業実践塾（通年で創業についての講義や実地研修を行う）の経営、市内創
業者向けのインキュベートルームの貸し出しなど創業支援事業が充実しております。当事業はインキュベー
トルームの使用を終了し、市内に事務所を開設した事業者の負担軽減を図るものであり、事業を軌道に乗
せ、市内経済の活性化に繋げる目的がある。
平成20年度の当事業開始以来、対象者（インキュベートルームの使用を終了し、市内の事務所を賃借して
いるもの）の全員が当事業を利用しており、現在も事業を継続している。

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策
（平成24年度）

現状のまま継続 引き続き、制度を活用し、市内での創業を図る。

一次評価結果
（平成24年度）

・補助終了後の企業の状況調査が必要では
・事業の有効性の検証が必要では

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）


